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五木地域森林共同施業団地の概要 

○ 位置 

  熊本県 八代市、五木村、相良村、山江村 

○ 面積 

  １８，２８０ha 

○ 協定の期間（現行の協定） 

  平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで（５年間） 

○ 協定者 

  (国研) 森林研究・整備機構森林整備センター熊本水源林整備事務所 

  住友林業株式会社 

  九州横井林業株式会社 

  王子木材緑化株式会社大阪支店日向営業所 

  日本製紙株式会社 

  日本製紙木材株式会社西日本支店八代営業所 

  五木村 

  五木村森林組合 

  井上林産株式会社 

  中国木材株式会社  

  熊本南部森林管理署           （平成30年4月時点） 

五木地域森林共同施業団地 位置図 

九州森林管理局HPにおいて公表資料（一部改） 
http://www.rinya.maff.go.jp/kyusyu/kaigi/itsuki/index.html 
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旧宇那川団地 

五木村全域に拡大 
        （Ｈ30） 

相良村 
多良木町 

水上村 

Ｈ29までの五木団地 

山江村 

五木村 

八代市 



  
（H30．4月現在） 

（ha） 

九州森林管理局 
熊本南部森林管理署 

5,391  

森林整備センター 
熊本水源林整備事務所 

3,754  

住友林業（株） 317  

九州横井林業（株） 489  

王子木材緑化（株） 312  

日本製紙（株） 510  

五木村 641  

五木村森林組合 6,400  

井上林産(株) 267  

中国木材（株） 199  

合  計 18,280  

五木地域森林共同施業団地の対象森林 

2 

※平成30年12月18日運営会議資料 



これまでの主な経緯と取組 

平成２１年度  五木地域森林整備推進協定（①森林整備センター、②住友林業(株)、③九州横井

林業(株)、④熊本南部森林管理署）を締結 

平成２２年度  ⑤王子木材緑化(株)、⑥日本製紙(株)、⑦日本製紙木材(株)が協定に参加 

平成２６年度  ＪＡＰＩＣのオブザーバー参加を承認 

平成２７年度  「五木地域における林業の成長産業化に向けた全体構想」を作成 

平成２８年度  ⑧五木村、⑨五木村森林組合が協定に参加 

平成２９年度  ⑩井上林産(株)、⑪中国木材(株)が協定に参加 

          協定を更新し、宇那川団地と統合するとともに、協定エリアを五木村全域に拡大 

○ 森林情報を共有し、民国共通図面を作成。ＧＩＳの活用。立体図の導入 

○ 79kmの路網整備（平成29年度まで）。６箇所において路網の連結及び共同利用を実施 

○ 1,882haの森林整備（平成29年度まで）  

○ 民国連携したシステム販売（九州横井林業（株）、森林整備センター、五木村森林組合） 

○ 現地検討会：採材検討会、タワーヤーダ、ドローン、一貫作業システム・コンテナ苗、低コスト団地 
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 【これまでの主な取組】 



五木地域における林業の成長産業化に向けた全体構想【概要】 
<全体構想のビジョン> 

◎ 五木地域森林共同施業団地における素材生産量を2020年（平成32年）までに倍増 

◎ 五木村における林業の総生産額を2020年（平成32年）までに10％程度増加 

《 全体構想のねらい 》 

○ 五木地域森林共同施業団地をモデル地域として、九州
及び全国の林業の成長産業化を牽引するべく、協定者や
関係者等が連携して、有機的・総合的に取組を推進 

○ シームレスでスケールメリットを活かした森林整備を進
め、協定者等の持続的な取組と周辺地域への波及により、
五木地域の林業の成長産業化を実現 

《 全体構想の位置づけ 》 

○ 森林整備推進協定に基づく取組を基本として、施業の
集約化や路網整備、高性能林業機械の導入や中間土場
の整備等による生産性や丸太価格の向上等を目指して、
各種取組を総合的・体系的にとりまとめ 

 全体構想に基づく取組を着実に推進するため、共同施業団地の
運営会議の下に、具体的な取組内容の検討を行うＷＧを設置。 

 行政機関、森林組合、ＪＡＰＩＣ等の協力やフォレスターの参画及
び有識者の助言により、取組を充実。 

運営会議 

行政・森林組合 

連携 

 五木地域森林共同施業団地の運営体制  

オブ：ＪＡＰＩＣ 

路網戦略ＷＧ 

森林情報活用ＷＧ 

コスト低減ＷＧ 

  

 《 五木地域における林業の成長産業化に向けて取り組むべき事項 》 

① 森林情報の共有・活用 
  （各種取組の戦略的展開に不可欠な森林情報の共有・活用） 
② 路網整備の戦略的展開 
  （高い生産性を実現する作業システムを想定した路網の整備） 
③ 生産・流通コストの低減 
  （原木供給コストの低減による原木供給力の拡大） 
④ 主伐から造林・保育に係るトータルコストの低減 
  （循環利用を図る森林での確実な再造林の実施） 
⑤ 施業技術の開発・実証 
  （植栽、下刈り等の初期の施業コストの大幅な低減） 
⑥ 林業事業体の育成 
  （経営感覚に優れた素材生産事業体等の育成） 
⑦ 新たな需要への対応 
  （変動する木材需要に対する原木の安定的供給体制の構築） 

《 重点課題 》 

➊ 森林情報の一層の共有・活用の推進 
➋ 適切な森林整備及び林業の生産性向上に必要な路網整備の戦略的展開 
➌ コストの低減と収益の確保 
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※全体構想（平成28年3月策定）付属資料 



五木地域における林業の成長産業化に向けたロードマップ 
課題 短期的取組 ２８年度 ２９年度 ３０年度 目指す成果 

森林情報
の共有・
活用 

協定者間での施業計
画等の情報共有・調整 

共有化された森林情報の
活用により、施業集約化や
路網整備、高性能林業機
械の導入等について戦略
的に展開 

基本的な情報を反映
した共通図面の作成・
共有 

施業計画や施業履歴
のＧＩＳ化 

路網整備
の戦略的
展開 

中長期的な路網計画
の検討 路網の整備について、森

林・林業を取り巻く情勢の
将来変化を見据えながら戦
略的に展開 

路網の連結や規格の
統一の検討 

コストの低
減と収益
の確保 

中間土場の活用、協
調出荷やシステム販
売等の検討 

伐採・造林の一貫作業シス
テム等の積極的な導入や
施業技術の開発・実証等に
より、主伐から造林・保育ま
でトータルとしてコスト縮減
を推進 

 

高性能林業機械の共
同運用の検討 

伐採・造林の一貫作
業システムの積極的
導入の検討 

データ収集 
（施業計画・履歴） 

先駆的な手法について、順次、事業レベルで実証 

実証結果の普及・定着に向け、現地検討会を実施 

共同運用の実施 
（効果の検証もあわせて実施） 

運用条件等の 
整理 

森林情報活用 
ＷＧ 

路網戦略 
ＷＧ 

コスト低減 
ＷＧ 

調整ができ次第、各取組を実施 
（中間土場は整備完了次第、取組開始） 

施業計画等の 
調整 

調整ができ次第、整備を実施 
（財政事情にも配慮しつつ取組を推進） 

中長期的な路網計画についても調整 
（連結箇所や規格もあわせて検討） 

当面の路網計画 
を調整 

具体的な連結箇所や
規格についてもあわ
せて調整 

図面の 
共有 

データ収集 
（図面・基本情報） 

データの 
共有 

次期協定（予定）（H30～） 当期協定（H25～H29） （協定期間） 

中長期的な施業計画等の調整 
当面の施業計画等 

の調整 
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※全体構想（平成28年3月策定）付属資料 



平成30年6月12日JAPIC政策提言 
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民国共通図面 ※平成29年2月2日WGで配布した図面の一部 
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【全体構想①】 



ＱＧＩＳ（フリーソフト）を使用 

ＤＶＤ・ブルーレイディスク 
等で共有 

操作方法の説明 
8 

GISデータの共有 ※平成29年12月に協定者に共有 

【全体構想①】 



立体図の導入（団地全域） 
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※平成30年3月に協定者に共有 

国土地理院から入手したDEMデータを用いて作成 

【全体構想①】 
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共通図面の作成・共有 

○ 平成29年２月２日 図面（5,000分の１、84葉） 

○ 平成29年３月９日 図面（15,000分の１、２葉、施業予定追加） 

○ 平成29年９月25日 図面（20,000分の１、１葉） 

○ 平成29年12月18日 図面（20,000分の１、１葉、森林作業道追加）、GISデータ 

○ 平成30年３月６日 図面（25,000分の１、１葉、拡大区域追加） 

○ 平成30年３月26日 GISデータ（立体図追加） 

○ 平成30年６月６日 図面（25,000分の１、１葉、施業予定追加） 

○ 平成30年12月18日 図面（25,000分の１、１葉、県道、大規模林道等追加） 

※平成28年度以降 

【全体構想①】 



路網の連結状況 

日本製紙 国有林 

九州横井林業 

国有林 

森林整備センター 

森林整備センター 

国有林 

国有林 

住友林業 

住友林業 

森林整備センター 

連結箇所（６箇所） 

日本製紙 

九州横井林業 

国有林 

住友林業 

日本製紙 

国有林 

11 

※平成27年12月7日全体構想策定検討委員会資料 

更新：連結年度を入れられないか 

【全体構想②】 
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五木村丙 

1.6 

2.6 5.2 

2.5 

5.7 2.7 

6.4 

 中間土場 
  ★ 

6.1 

1.4 新栄合板 

新栄合板 

坂本町鮎帰 

球磨方面 

球磨方面 

新栄合板 

【凡例】 

路網連結箇所 

林道路線距離（km） 

一般道路線距離（km） 

 

地点間の幹線距離について 試算条件 
項目 摘要 計数 

平均 
車速 

林道走行  15km/h 

一般道走行  45km/h 

積載 
材積 

小型トラック    4m3/台 

中型トラック  10m3/台 

トレーラー  25m3/台（トラクタ
10m3＋トレーラー15m3） 

運賃 
円/m3 

小型トラック （  80［円/km］×往復輸送
距離［km］＋3,470［円
/h］×往復輸送時間［h］）
÷ 4［m3］ 
 

中型トラック （  90［円/km］×往復輸送
距離［km］＋4,040［円
/h］×往復輸送時間［h］）
÷10［m3］ 
 

トレーラー （100［円/km］×往復輸送
距離［km］＋4,790［円
/h］×往復輸送時間［h］）
÷25［m3］ 
 

路網連結によるコスト低減効果について（試算） ※平成29年3月8日運営会議・WG資料 

【全体構想②】 
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発地 条件 
着地 中間土場 くまもと製材 肥後木材 

人吉素材流通 
センター 

熊本木材、南栄、 
多良木森組 

上球磨森組 新栄合板 

住所 五木村甲 あさぎり町深田東 相良村深水 相良村柳瀬 多良木町多良木 水上村岩野 水俣市袋 

五木村 
丙 

路網連結 
あり 

林道 4.2  4.2  4.2  4.2  4.2  4.2 4.2  

一般道 13.9  33.0  36.0  37.0  39.0  48.0 74.0  

中型運賃 800  1,490  1,600  1,630  1,700  2,030 2,960  

路網連結 
なし 

林道 10.4  10.4  10.4  10.4  10.4  10.4 10.3  

一般道 21.6  41.0  44.0  45.0  47.0  56.0 68.0  

中型運賃 1,520  2,220  2,330  2,370  2,440  2,760 3,190  

距離差 -13.9  -14.2  -14.2  -14.2  -14.2  -14.2 -0.1  

運賃差 -720  -730  -730  -740  -740  -730 -230  

坂本町 
鮎帰 

路網連結 
あり 

林道 11.5  5.6  5.6  5.6  5.6  5.6  8.4  

一般道 7.8  34.0  25.0  25.0  40.0  48.0 52.0  

中型運賃 1,110  1,620  1,300  1,300  1,840  2,130 2,470  

路網連結 
なし 

林道 12.4  12.4  12.4  12.4  12.4  12.4 8.4  

一般道 21.6  41.0  44.0  45.0  47.0  56.0 52.0  

中型運賃 1,670  2,370  2,470  2,510  2,580  2,900 2,470  

距離差 -14.7  -13.8  -25.8  -26.8  -13.8  -14.8 0.0  

運賃差 -560  -750  -1,170  -1,210  -740  -770 0  

 試算結果 
（単位：km, 円/m3） 

※平成29年3月8日運営会議・WG資料 

【全体構想②】 
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◎ 考察 

・ 五木村丙の場合、西側への遠回りが不要となったため、球磨方面の運搬で約14km（うち林道約

6km）の短縮、コストにして約700円/m3の低減効果がみられた 

・ 新栄合板行きについては、林道走行距離を減らすことができた一方、一般道走行距離が長くな

るため、コスト低減効果は少なかった 

・ 坂本町鮎帰の場合、山江村方面に抜けることが可能となったことから、球磨方面の運搬でコスト

低減がみられた 

・ 特に、相良村の2箇所（肥後木材、人吉素材流通センター）については、真っ直ぐ南下することが

できるため、大幅なコスト削減効果がみられた 

・ 他方、新栄合板行きについては、路網連結の有無に限らず、同じ路線で搬出する方法が選択さ

れるため、コスト削減効果はみられなかった 

 

※平成29年3月8日運営会議・WG資料 

【全体構想②】 
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※平成28年度委託事業報告書 
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【全体構想②】 



鉄鋼スラグを活用した路網整備（熊本南部森林管理署管内）① 
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※平成30年3月施工 

①スラグ集積 ②ダンプ積み込み ②敷き込み 

④バックホウ敷均し ⑤ローダー転圧 

【全体構想②】 



鉄鋼スラグを活用した路網整備（熊本南部森林管理署管内）② 
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※平成30年3月施工 ⑥施工後 

【全体構想②】 

延長距離：  500m 
幅   員：  3.6m 
総工事費：  約650万円 （※排水施設工等含む） 
 

（参考）従来の工法との比較 
砂利     ：  約400万円 
アスファルト  ：  約900万円 
コンクリート   ：  約2,000万円 



※平成30年6月6日WG資料 
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【全体構想②】 

五木団地のデータを 
使用した他地域への 
FRDの普及 



路網設計支援ソフトの活用

19

※平成30年6月6日ＷＧ資料【全体構想②】

縦断勾配

A路線

B路線

五木地域森林共同施業団地内で、平成30年度に保育間伐（活用型）が行われる予定の熊本南部署管内2060林班む、ら小班において、以下のデータおよび路線の自動設計が可能なソフト
を使用して森林作業道の路線検討を行った。
【使用データ】国有林・民有林GISデータ、1mメッシュDEMデータ（国土地理院より提供）、CS立体図（住友林業作成）
【使用ソフト】ＦＲＤ（Forest Road Designer）（住友林業開発）

む

ら

・2060林班む・ら小班
・黒塗り部分が地形条件的に路線を作成することが可能な範囲

既存路線

CS立体図より追加の既存路線を確認

①

・自動で路線が作成された（ B路線）
・自動設計完了

B路線

A路線

む

ら

・自動で路線が作成された（ A路線）
・む小班に路線を追加するため、 CS立体図で確認された路線に連結で
きるように★始点と★終点を設定（②同様）

A路線

む

ら

む

ら

・★始点と★終点を設定

④

③②
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505 

1,099 

995 

1,230  

0

500

1,000

1,500

H25 H26 H27 H28 H29 H30予定 

(m3) 

九州横井林業 

森林整備センター 

森林整備センター 

五木村森林組合 

資料：九州森林管理局資料 
※九州森林管理局が民国連携システム販売を開始したのは平成25年度 

民国連携システム販売（協調出荷） 
【全体構想③・⑦】 



民国連携システム販売（平成30年度後期） 

※平成30年10月29日森林・林業の技術交流発表大会資料 

区分 原木出材規格 国有林 五木村森林組合 

スギ直材 

３ｍ、４ｍ、５ｍ 
曲がり矢高は長級の1％範囲
内（径級16ｃｍは原則直
材） 

1,000㎥ 
 

480㎥ 
 

スギ曲がり材 
４ｍのみ 
曲がり矢高は長級の2％の範
囲内 

 
1,000㎥ 

 

 
250㎥ 

 

Ｃ材 
（スギ､ヒノキ） 

２ｍ～４ｍ、６ｃｍ上、曲が
り不問 

 
2,320㎥ 

 

 
200㎥ 

 

樹材種区分別の原木出材規格表 

住宅メーカ－ 
（認証材） 

合板工場 
（認証材） 

バイオマス 
チップ 

（発電用） 

平成３０年度後期システム販売において、国有林 
（熊本南部森林管理署）と五木村森林組合とで協調出荷 

森林認証材
（SGEC) 

付加価値の向上 

※ 五木地域は、協定者森林認証（SGEC）取得済み（高付加価値化） 

※ 民国連携してロットを拡大し、安定供給 

協定者への
利益還元 

【全体構想③・⑦】 

21 



工場 

工場までの輸送費 

流通手段による山元還元効果(指数による試算) 

スギ直材（SGEC）：A材 

山元価格  

１００ 

市場まで 
の輸送費 

山元価格  

市場 
手数料 

工場まで 
の輸送費 

工場まで 
の輸送費 

65 

85 

15 

15 

13 7 

原木市場経由 

直送販売 

22 
※ 協調出荷によるロット拡大と安定供給により、需要者の提示価格（工場着価格）がより 
  アップされる（指数１００＋α） 

【全体構想③・⑦】 ※平成30年10月29日森林・林業の技術交流発表大会資料 

民国連携システム販売（平成30年度後期） 



工場 

市場手数料 
市場椪積料 
検知経費 

輸送費 

工場までの輸送費 

輸送費 

スギ曲がり材：B材 

山元価格  

１００ 

市場まで 
の輸送費 

山元価格  

市場 
手数料 

工場まで 
の輸送費 

工場まで 
の輸送費 

55 

81 

19 

19 

16 10 

原木市場経由 

直送販売 

23 
※ 協調出荷によるロット拡大と安定供給により、需要者の提示価格（工場着価格）がより 
  アップされる（指数１００＋α） 

流通手段による山元還元効果(指数による試算) 

【全体構想③・⑦】 ※平成30年10月29日森林・林業の技術交流発表大会資料 

民国連携システム販売（平成30年度後期） 
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※九州森林管理局８月16日公告資料【全体構想③・⑦】

民国連携システム販売（平成30年度後期）



※九州森林管理局HP掲載資料 【全体構想③・⑦】 

25 

民国連携システム販売（平成30年度後期） 



※九州森林管理局HP掲載資料 【全体構想③・⑦】 
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民国連携システム販売（平成30年度後期） 



※九州森林管理局HP掲載資料 【全体構想③・⑦】 
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民国連携システム販売（平成30年度後期） 



素 材 流 通 フ ロ ー 図 

五木地域原木供給協議会（仮称） 
（協定者Ａ・協定者Ｂ・国有林等） 

製材工場等 

チップ工場 
（製紙用・発電用） 

各協定者が直送 

素材流通団体 

各協定者が直送 納入調整 

出荷調整 

28 

今後の取組 

【全体構想③・⑦】 

民国連携システム販売（協調出荷） 

※平成30年10月29日森林・林業の技術交流発表大会資料 
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民国連携システム販売（協調出荷） 
【全体構想③・⑦】 ※平成30年11月20日国有林野等所在市町村長有志連絡協議会資料 
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※平成28年12月9日WG資料  ※平成30年6月6日WG資料 
【全体構想③】 
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  ※平成29年11月8日JAPIC現地検討会資料（住友林業タワーヤーダ） 【全体構想③】 
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【全体構想③】 

参考： 
 

・通常索張り 
 4名×0.5日（4時間）＝2人日 
 
 

     ※聞き取りによる 

ドローン試験（予定架線）
スパン320m 

・ドローン索張り 
 6名×0.25日（2時間）＝1.5人日 
 

ドローンによる架線設置の省力化  
（平成30年6月22日森林整備センター所有森林） 
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※平成30年6月6日WG資料【全体構想③・⑥】

生産性向上に向けた日報管理
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 素材生産事業を行う全署（16署等）で日報管理による工程管理を実施（生産性の把握は全
ての生産事業箇所で実施）。 【現状（H27）：主伐6.5、間伐3.9→目標（H30）：8.1、間伐5.0（㎥/人・日）】 

14.1 
20.9 

24.8 
31.7 

伐倒 集材 造材 運材等 

・地域林業を支える担い手の育成、国産材の安定供給に向けて、生産性の向上が課題。 
・日報管理を通じた工程管理により、作業システムの最適化や作業改善を図り、高い生産性の実現を目指す。 

②生産性の向上による担い手の育成 

※生産性向上によるコスト削減は、事業者の利益となり、利益を賃金等の雇用
条件の改善につなげるなど、経営の安定化につながる（正のスパイラル）。 

生産性向上のメリット ボトルネック解消のイメージ 

作業配置見直し 

日報のイメージ 

九州からの木材輸出は中国向けを中心
に増加。平成29年の原木輸出は78万㎥
（対前年比51%増。全国の80%）、製品輸出
は４万㎥ （対前年比85%増、全国の33%） 

鹿児島県志布志港 

499 

437 

360 

0 100 200 300 400 500 600

H28

H23

H18

（農林水産省木材統計調査） 

○ 九州局管内８県の素材生産量 

（万㎥） 

○ 木材輸出 
※数字は生産性（m3/日） 

生産した素材の数量確定
に当たって、デジタル写真
から画像処理を行い、木
材の径級を自動判別し、
効率よく材積を測定する。 

 

ICT技術による素材生産業務の効率化 

0

4,000

8,000

12,000

0.0 5.0 10.0 15.0

生産性と生産コスト（円/㎥）

生産性（㎥/人日）

従来

現行
生
産
コ
ス
ト

伐倒 木寄集材 造材 集搬・巻立

従来
スイング
ヤーダ

現行 グラップル

フォワーダチェーンソー プロセッサ

・木寄集材をグラップルで実施すること
により、作業効率の向上と機械経費の
縮減を達成 
・造材と比較して生産性が低かった木
寄集材工程が改善され、造材工程の
待ち時間が短縮（造材工程の向上、機
械経費の縮減） 
・生産性：従来6.7→現行11.6㎥/人日(73%↗) 
・生産コスト：従来8,230円→現行3,882 円/
㎥(53%↘) 

東部林業株式会社（佐賀県佐賀市）の取組事例（主伐） 

平成29年度国有林間伐・再造林推進コンクール 
林野庁長官表彰 最優秀賞 

（株式会社 woodinfoホームページより） 

曜日

日 3 日

人数 3 名

30    

-   ㎥ 10%

5

ＡＢ材 10 10%

30 m

ＡＢ材 10 10%

20 ㎥ 5%

3
日 時間

計(時間)

今週の
生産性

6.67 
㎥/日・人

24      

3

2

4

1

3

12%㎥

㎥

作業量
(下記注参照)

11

　

(

進
行
率

）

(

今
週
の
み

）

単
位

…水

…

火
　　　　　　　　作業者
作業工程

月

1

4

2

スイングヤ-ダ

プロセッサ

8 8 8

2

1

運材

巻立 グラップル

フォワ－ダ

集材

造材

作業道作設・修理

伐倒

1

活用型（ハーベスタ） 7

3

4

1

1

1

2 3

2%

㎥

㎥

計（時間）

※九州森林管理局平成30年度重点取組事項 
【全体構想③】 
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  ※平成29年11月8日JAPIC現地検討会資料（住友林業育苗センター） 【全体構想④・⑤】 
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日向山林事業所の苗木生産事業の現状 

生産施設 

既存 2017年度新設 

 面積： 約1.7ha 
 生産本数 

コンテナ苗： 約20万本 
裸苗： 約15万本 

 面積： 約1.2ha 
 生産本数 

コンテナ苗： 約60万本 

利用コンテナ： BCC社分離式スリット付150cc 
           スリット付マルチキャビティ150cc 

採穂園 

既存 2016年度整備 

 面積： 約2ha 
 採穂可能量： 95千本 

 面積： 約2ha 
 採穂は2019年から予定 

整備品種： タノアカ・アオシマアラカワ等オビスギ系 
特定母樹（現状12品種） 

※平成29年2月2日WG資料（住友林業） 【全体構想④・⑤】 
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○平成27年度配布14系統 日本製紙木材㈱

・ ２０１３年　全国的に苗木不足
・ ２０１４年　一般企業でも苗木生産に参加可能の法

「森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法」

・ ２０１５年　特定母樹増殖業者認定
　〃６月　　特定母樹１４系統を受領

・ ２０１６年　 特定母樹２１系統を受領し発根促進中
↓

              母樹　：　１４，０００本
　目標苗木生産　：　２８０，０００本＋α

　社有林年間植栽量　：　１００ｈａ
　苗木必要量　約 ２００，０００～３００，０００本

（2,000～3,000本/ha）
2015年6月　森林総合研究所林木育種センターより穂木配布 ～15年9月　日本製紙㈱研究所にて挿し木増殖・コンテナ植替え ～16年10月　コンテナにて育成

１５０本を受領  ８４６本に増殖

2016年9月　錦圃場造成前 ～16年10月　造成･整地・シカ被害防護ネット設置 16年10月　錦圃場　定植　母樹林用 16年10月　錦圃場　定植　背比べ用
 ７５５本を定植（２２本枯損）  ６９本で背比べ（各系統５本）

　　　：１系統のみ４本

○平成28年度配布21系統

2016年6月苗木配布　裁断 挿し木 ハウスにて管理　：　発根促進中
 ５３０本を受領

苗木事業の推進

  ※平成29年2月2日WG資料（日本製紙木材） 【全体構想④・⑤】 



※平成30年度第4回九州地区特定母樹等普及促進会議資料（日本製紙・南栄）【全体構想④・⑤】
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試験区(ゾーン)の配置及び試験内容 

39 西浦国有林21ろ林小班 面積合計：10.58ha (林道を除く) 

J 次代検定林ゾーン 0.76ha 
  精英樹、エリートツリー同士を掛け合わせ

て得られた 実生苗（第２・第３世代）を植栽 

F 高刈りゾーン0.53ha 
  無下刈、通常下刈（地上高10㎝）、高下刈（地

上高50㎝ ）の下刈方法を比較 

E パッチゾーン 0.30ha 
 獣害ネットをパッチ状に設置し 
  シカ被害の影響を調査 

B コンテナ苗・従来苗比較ゾーン 1.76 ha     
 エリートツリーや精英樹の中苗を植栽 

A 獣害対策比較ゾーン 2.16 ha 
 獣害対策資材の適応性やコスト、倒伏、シカ被害の

影響を調査 

H 早生樹ゾーン 0.38ha  
 コウヨウザン等の早生樹を植栽 

I ペーパーポットゾーン0.09ha  
 ペーパーポットを使用した手法によ

る中苗の生育状況を検証 

C 通常下刈りゾーン 1.42ha 
 C内 下刈省力化ゾーン（内面積:0.17ha）      
 下刈の回数を減らしたり、方法を変える 

K 単木保護資材と下刈の組合せゾーン  0.18ha  
 異なる苗高の苗を用いて、下刈やツリーシェルター

の効果や影響を検証 

D4 

K 

Ｃ 

Ｇ 

Ｈ 

Ｅ 

Ｊ 

Ｄ 

Ｉ 

Ｆ 

A 
B1 

D3 

D2 

D1 

   凡 例 

獣害ネット 

市道・林道 

作業道 

G 天然活力ゾーン 0.18 ha 
 シイ・カシ・タブなどの保育の違いに

よる天然更新状況の比較・調査 

Ｃ内 

B2 

D 低密度植栽ゾーン 2.47ha 
  植栽密度を変えることで 成長の違い、下

刈りの効率化等を調査 

※平成30年6月7日低コスト団地資料 【全体構想④・⑤・⑥】 
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シカ被害対策協定の締結（平成30年2月9日）

（平成30年２月９日 五木村役場）

【全体構想④】



五木地域森林共同施業団地内における年度別事業計画量 

41 

作業種 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 計 年平均 

素材生産量（㎥） 49,990  66,200  62,870  62,730  54,800  296,590  59,318  

林道・林業専用道 
開設量（ｍ） 

3,000  5,500  5,950  4,800  5,800  25,050  5,010  

森林作業道 
開設量（ｍ） 

14,020  23,150  17,300  18,880  14,300  87,650  17,530  

平成30年6月時点 

※平成30年６月九州森林管理局ホームページにおいて公表 
【全体構想⑥】 



運営会議・現地検討会等 

42 

システム販売現地検討会 運営会議事前会議及び３ＷＧ合同会議 
（平成29年6月19日 森林整備センター所有森林） （平成29年9月25日 熊本南部森林管理署） 

※平成29年度以降 
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タワーヤーダ現地検討会 JAPIC訪問 
（平成29年10月4日 森林整備センター所有森林） （平成29年10月11～12日 五木村、五木村森林組合ほか） 

運営会議・現地検討会等 



JAPIC現地検討会 
（平成29年11月６～８日 五木村外） （平成29年10月16日～11月30日 五木村外） 

３ＷＧ合同会議 
（平成29年12月18～19日 五木村役場） 

運営会議・現地検討会等 

森林整備協定運営会議 
（平成30年３月６日 五木村役場） 

44 

各協定者へのヒアリング 



（平成30年６月７日熊本南部森林管理署管内） 

３WG合同 
（平成30年６月６日熊本南部森林管理署） 

運営会議・現地検討会等 

（平成30年４月17日熊本南部森林管理署管内） 

山元仕訳現地検討会 

（平成30年８月31日 人吉市内） 

JAPICとの意見交換会 

45 

低コスト団地現地検討会 



一貫作業システム現地検討会 
（平成30年11月 12日 熊本南部森林管理署管内） 

運営会議・現地検討会等 

流域管理指導官等打合せ 
（平成30年11月15日 熊本南部森林管理署管内） 

46 

JAPICとの打合せ 
（平成30年11月１日 九州森林管理局） 

コンテナ苗用植穴堀機 
「ほるほる君」 
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運営会議・現地検討会等 

○ 平成28年12月９日 森林情報活用ＷＧ・路網戦略ＷＧ・コスト低減ＷＧ 

○ 平成29年２月２日 森林情報活用ＷＧ・路網戦略ＷＧ・コスト低減ＷＧ 

○ 平成29年３月８日 運営会議・３ＷＧ第３回合同会議 

○ 平成29年６月19日 システム販売現地検討会 

○ 平成29年９月25日 森林情報活用ＷＧ・路網戦略ＷＧ・コスト低減ＷＧ 

○ 平成29年10月４日 タワーヤーダ現地検討会 

○ 平成29年10月11～12日 JAPIC訪問 

○ 平成29年11月６～８日 JAPIC現地検討会 

○ 平成29年12月18～19日 森林情報活用ＷＧ・路網戦略ＷＧ・コスト低減ＷＧ 

※平成28年度以降 
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運営会議・現地検討会等 

○ 平成30年３月６日 運営会議 

○ 平成30年４月17日 山元仕訳現地検討会 

○ 平成30年６月６日 森林情報活用ＷＧ・路網戦略ＷＧ・コスト低減ＷＧ 

○ 平成30年６月７日 低コスト団地現地検討会 

○ 平成30年６月22日 ドローンを利用した架線設置省力化現地検討会 

○ 平成30年８月31日 JAPICとの意見交換会 

○ 平成30年11月１日 JAPICとの打合せ 

○ 平成30年11月12日 一貫作業システム現地検討会 

○ 平成30年11月15日 流域管理指導官等打合せ 

○ 平成30年12月18日 森林情報活用ＷＧ・路網戦略ＷＧ・コスト低減ＷＧ 

 

 

※平成28年度以降 



五木地域森林共同施業団地における素材生産量 

<全体構想のビジョン> 

◎ 五木地域森林共同施業団地における素材生産量を平成32年までに平成21年から倍増（平成32年：9千m3） 
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資料：九州森林管理局資料（平成30年８月時点） 
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（単位：㎥） 

  伐採種別 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

国有林 

主伐 0 0 2,634 0 0 

間伐 681 6,542 1,246 3,707 0 

計 681 6,542 3,880 3,707 0 

民有林 

主伐 3,951 2,945 5,415 2,272 3,360 

間伐 1,492 1,099 632 1,996 2,028 

計 5,443 4,044 6,047 4,268 5,388 

計 

主伐 3,951 2,945 8,049 2,272 3,360 

間伐 2,173 7,641 1,878 5,703 2,028 

計 6,124 10,586 9,927 7,975 5,388 

資料：九州森林管理局資料（平成30年８月時点） 

五木地域森林共同施業団地における素材生産量の内訳 



五木村における林業の総生産額 
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資料：熊本県市町村民経済計算（※推計方法が平成30年から変わっている） 

<全体構想のビジョン> 

◎ 五木村における林業の総生産額を平成32年までに平成21年から10％程度増加（平成32年：490百万円） 



五木地域森林共同施業団地の路網密度推移 
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(m/ha) 

資料：九州森林管理局資料 
  ※：H27年度に各協定者から聞き取ったH27年度時点の総路網延長を元に、各年度の路網整備実績から算出 

<全体構想> 

    ◎ 路網整備水準（路網密度）の目安 ： 75m/ha 以上（車両系作業システム（中傾斜地）の場合） 

五木地区共同施業団地における路網延長 

※表中の署林専道はH26年データ。算出の際は160m加算して行っている。 

種 別 森林農地整備センター 住友林業（株） 九州横井林業（株） 王子木材緑化（株） 日本製紙木材（株） 熊本南部森林管理署 合  計 

林    道 11,600     9,400 400 35,852 57,252 

林業専用道 3,500 16,712   3,500 1,700 9,364 34,776 

森林作業道 97,000   4,700 1,000 10,666 37,990 151,356 

計 112,100 16,712 4,700 13,900 12,766 83,206 243,384 

※ 熊本南部森林管理署の林業専用道には、旧作業道等を含む。 
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*路網総延長については、H27年度末に実施の協定者聞き取りによる。データの時点につい
て、署はH27年度末データである事が確認できたが、民有林については不明なので、同様に
H27年度末データとして扱っている。 
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五木地域森林整備推進協定書（平成30年3月30日） 
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五木地域森林整備実施計画① 
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五木地域森林整備実施計画② 



五木地域森林共同施業団地の協定面積 
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資料：九州森林管理局資料 

王子木材緑化（株）、日本製紙（株）、 
日本製紙木材（株）が協定に参加 

五木村、五木村森林組合 
が協定に参加 

・井上林産（株）、中国木材（株）が協定に参加 
・宇那川団地を統合 
・協定エリアを五木村全域に拡大 



五木地域森林共同施業団地における素材生産量 
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資料：九州森林管理局資料 
※Ｈ29までの数量は実績（五木村、五木村森林組合、井上林産株式会社、中国木材株式会社の分は含まれていない） 
※Ｈ30からH34までの数量は各協定者の計画数量の合計 

H30～H34の平均：59,318m3 
（H21から約15倍） 

団地面積の拡大等を踏まえ、原木の安定的な供給に向けて、計画の着実な実行を進める 
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※平成30年6月6日ＷＧ資料（一部修正） 【今後の取組】 



五木地域における林業の成長産業化に向けた取組の実施スケジュール 
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※平成30年６月６日WG資料 

 ※上記の取組を推進するため、コーディネーターとフォレスターを配置（平成29年度～） 

項　　　　　　　　目 具体的な取組 実　　　施　　　内　　　容 スケジュール

1 森林情報の共有・活用
①　ＧＩＳデータの活用研修
②　共通図面（ＧＩＳデータ含む）の継続的な更新
③　航空レーザーデータ計測による立体図の導入

①　ＱＧＩＳデータを使用した活用研修の実施（講師：ＪＡＰＩＣを予定）
②　局でデータ更新を行い、印刷したもの・更新データを協定者に配布
③　立体図を導入したＧＩＳデータを協定者に配布

①　平成３０年１０月頃
②　データ更新：逐次、配布：ＷＧ開催時等
③　平成３０年３月（実施済み）

2 路網整備の戦略的展開
①　個別要望箇所の行政も交えた支援と検討
②　路網シミュレーションソフトの活用による効率的な線形検討

①　各協定者間の路網の連結による効果等を含めた事業箇所の調整
②　局で住友林業のＦＲＤを活用した線形検討を実施し、協定者に情報共有
　　また、併せて鉄鋼スラグ敷込箇所の現地検討会（コスト分析を含む）を実施

①　各協定者間で実施
②　路線検討：平成３０年６月６日
　　 鉄鋼スラグ現地検討会：平成３０年１０月頃

3 生産・流通コストの低減

①　協定者間による協調出荷の検証と需要者ニーズの情報共有
②　生産性向上や山元仕訳、検収等コスト削減に向けた個々の取組の共有と実
践
③　高性能林業機械の共同運用

①　需用者ニーズについては、６－②の採材検討会に併せて実施
　　また、協調出荷の検証については、協調出荷終了後、各協定者における協調出荷以外の価格等と
比較検討（データの収集）
②　生産性向上については、国有林で取り組んでいる日報による功程等把握を紹介
　   また、山元仕訳の現地検討会は、国有林の平成３０年度後期システム販売箇所（松求麻1030林
班）で実施
③　ＷＧ会議で実施箇所等について検討

①　平成３０年１０月～１１月
　　 また、協調出荷の検証は、システム販売終了後
②　生産性向上は、平成３０年６月６日（水）
　　 山元仕訳は、平成３０年１１月頃
③　平成３０年１０月～１１月頃

4 主伐から造林・保育に係るトータルコストの低減
①　一貫作業システムの技術向上と定着に向けた検討会の実施
②　シカ被害軽減に向けた技術共有と実践
③　コンテナ苗植栽、下刈軽減等事例情報の共有と実践

①　国有林で実施している一貫作業システム箇所（北岳2054林班）での検討会の実施
②　シカ被害軽減に係る検討会を５－②の次世代造林プロジェクト試験地現地検討会にて併せて実施
③　コンテナ苗植栽については、①一貫作業システム検討会に併せて実施
　　 また、下刈軽減等事例情報の共有については、５－②の次世代造林プロジェクト試験地現地検討
会で実施

①　平成３０年１１月頃
②　平成３０年６月７日（木）
③　コンテナ苗植栽は、平成３０年１１月頃
　　 下刈情報は、平成３０年６月７日（木）

5 施業技術の開発・実証
①　ドローンを活用した索張技術の実践（タワーヤーダー）
②　次世代造林プロジェクトでの現地検討会

①　森林整備センター（泉林業実施）の主伐箇所（五木村内）において、ドローンを使用しての索張りを
実施
②　次世代造林プロジェクト試験地においての現地検討会

①　平成３０年７月４日（水）
②　平成３０年６月７日（木）

6 林業事業体の育成
①　事業の安定確保に向けた事業情報の公開
②　川下需要者のニーズに対応した造材技術向上への取組

①　事業情報（単年度（平成30年度）、５年間）について、ホームページ等で公表
②　採材検討会の実施

①　単年度：国有林は平成３０年４月（実施済み）
　　 ５年間：平成３０年６月頃
②　平成３０年１０月～１１月頃

7 新たな需要への対応
①　九州で需要者が限られるヒノキ材の新たな販路検討（輸出も含めて）
②　新たなマーケット情報の共有と供給の検討

①　ヒノキ材の新たな販路について、ＷＧ会議等での検討
②　新たなマーケットについて、ＷＧ会議等での検討

①　ＷＧ会議等で検討
②　ＷＧ会議等で検討

8 運営会議 ○　平成３０年度の取組実績及び今後の取組等について 平成３１年３月上旬

【今後の取組】 
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【五木モデルの横展開】 
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会計検査資料2018・３月号（建設物価調査会） 

【五木モデルの横展開】 
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【五木モデルの横展開】 
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発表要旨（左）と発表者（右） 

平成30年度森林・林業の技術交流発表大会（森林保全部門）において発表（平成30年10月30日） 

【五木モデルの横展開】 

優秀賞を受賞 



今後の取組方針 
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・五木地域の林業の成長産業化に向けて、 
 

・協定者による連携のもと、 
 

・全体構想と森林整備推進協定に基づき、 
 

 ①航空レーザーデータやドローン等のICT技術の活用による森林施業の効率化 

 ②国産材の安定供給に向けた民有林と国有林が連携した協調出荷の拡大 

 ③林業事業体の育成に向けたスケールメリットを活かした事業の安定的な確保 
 

 などに取り組む。 
 

・取組の成果（五木モデル）を全国に発信・横展開して、全国の林

業の成長産業化に貢献。 
   

※平成30年８月３日JAPIC委員会資料より 

【今後の取組】 



森林共同施業団地の概要 

森林共同施業団地数及び設定面積 
（単位：百ｈａ） 

森林管理局 団地数 
団地 
面積 
計 

    

国有林 民有林 

  北海道              21              381      275      106  

  東北              25              238      140           97     

  関東              21              167       99          68   

  中部              17            1,729     1,038      691  

  近畿中国              31               262      116      146  

  四国              23                113       55       58  

  九州              26              884      359      525  

    合計            164            3,774     2,082     1,691  

合計面積に占める割合           100%          55%          45% 
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更新：現況の数字が古い 




